
総合科学技術会議 
第８回科学技術イノベーション政策推進専門調査会 

議事録 
 
日 時：平成24年11月19日（月）17:00～19:09 

場 所：内閣府中央合同庁舎第４号館４階共用第２特別会議室 

出席者：相澤会長、奥村議員、今榮議員、青木議員、中鉢議員、大西議員、石川委員、上山委

員、春日委員、北城委員、久間委員、小谷委員、中馬委員、成宮委員、倉持統括官、吉川審議

官、大石審議官、杣谷参事官、加藤参事官、岩崎参事官、匂坂参事官、鈴木参事官、北窓参事

官、安間参事官、小川企画官 

 

１．開会 

２．議題 

（１） 科学技術イノベーションを促進する仕組みについて 

（２） 科学技術外交戦略タスクフォースの提言［報告]  

（３） その他 

３．閉会 

 

【配布資料一覧】 

資料１  第７回科学技術イノベーション政策推進専門調査会議事録（案） 

資料２－１ 科学技術イノベーション促進のための仕組みの改革（案） 

資料２－１別添「科学技術イノベーション促進のための仕組みの改革」参考資料 

資料２－２ 震災からの復興・再生の促進のための仕組みの改革（案） 

資料２－３ グリーンイノベーション促進のための仕組みの改革（案） 

資料２－４ ライフイノベーション促進のための仕組みの改革（案） 

資料２－５ 基礎研究及び人材育成部会における仕組みの改革の検討（案） 

資料３ 「世界と一体化した国際活動の戦略的展開」に向けた今後の検討体制等に関

する提言 

資料４  平成 25 年度重点施策パッケージの特定について 

資料５  当面のスケジュール（予定） 

○委員提出資料（久間委員、庄田委員） 

 

【参考資料（机上配付のみ）】 

参考資料１ 平成25年度 科学技術に関する予算等の資源配分方針 

議事録
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参考資料２ 平成25年度科学技術重要施策アクションプラン 

参考資料３ 平成25年度科学技術重要施策アクションプランの対象施策について 

参考資料４ 平成25年度重点施策パッケージの重点化課題・取組 

参考資料５ 平成25年度重点施策パッケージの特定について 

参考資料６ 科学技術イノベーションを担う人材の育成強化に関するポイント 

参考資料７ 基礎研究及び人材育成の強化 

参考資料８ 新成長戦略全体フォローアップ調査票（抜粋） 

参考資料９ 研究開発評価システムの充実に向けた検討のとりまとめ 

 

○第１回科学技術イノベーション政策推進専門調査会 資料 

○第２回科学技術イノベーション政策推進専門調査会 資料 

○第３回科学技術イノベーション政策推進専門調査会 資料 

○第４回科学技術イノベーション政策推進専門調査会 資料 

○第５回科学技術イノベーション政策推進専門調査会 資料 

○第６回科学技術イノベーション政策推進専門調査会 資料 

○第７回科学技術イノベーション政策推進専門調査会 資料 

 

○第４期科学技術基本計画 

○第４期科学技術基本計画 概要 
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○相澤会長 それでは、定刻になりましたので、第８回の科学技術イノベーション政策推進専

門調査会を開催させていただきます。ご多忙中のところ、ご出席いただきまして、まことにあ

りがとうございます。 

 本日、ご都合により、白石議員、平野議員、庄田委員、松本委員はご欠席との連絡をいただ

いております。また、青木議員は遅れてご出席と伺っております。 

 皆様、ご承知のように先週金曜日に衆議院が解散となりました。この政治状況について、ま

ず倉持統括官から説明していただきたいと思います。 

○倉持統括官 今、相澤先生からお話がございましたとおり、先週16日に衆議院が解散となり

まして、12月４日公示、16日投開票という日程で衆議院選挙が実施されることになりました。

これによりまして年末の政治日程に大きな枠組みが持ち込まれたという状況になっています。 

 他方、行政についてでございますけれども、官房長官や、私どもの担当の前原大臣が記者会

見でも述べておられますけれども、選挙となりましても閣僚としての仕事は次の内閣ができる

まで精一杯努力しなければならない、端境期だからといって行政の空白をつくることは許され

ないということをおっしゃっておりまして、政府各部局は粛々と業務に当たるべしというふう

にされております。 

 先週、科学技術政策担当大臣と政務三役と有識者議員の会合におきましても、加賀谷大臣政

務官から、行政を空白にすることはできない、日本の将来にとっても科学技術、この重要な部

分が停滞しないように一生懸命取り組んでいくというご発言をいただいたところでございます。

当専門調査会におかれましては、総理からの指示も踏まえまして、システム改革に関する課題

につきまして、ご審議いただいているところでございますけれども、これはまさに我が国の科

学技術イノベーション政策にとって大変重要な内容であるということに何ら変わりはございま

せん。したがいまして、いろいろなタイミングにつきましては我々事務方といたしましても、

関係部局ときちんと調整してまいる所存でございますけれども、その内容、中身についてのご

検討につきましては、後送りということではなくて、ぜひ鋭意進めていただきたいと、この点

を委員の皆様にご理解を賜りながら、ぜひご審議を進めていただくことをお願いしたいと存じ

ます。 

○相澤会長 そのような状況でございますので、本来の科学技術政策推進ということで、この

専門調査会に課されているミッションは何ら揺らぐものではございません。したがいまして、

むしろこういう政治情勢ですから、目標としていた日程が場合によっては早まるというぐらい

の気持ちで今後も議論を続けていただきたいと思います。 
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 それでは、事務局から配布資料の確認をさせていただきます。 

○小川企画官 確認させていただきます。 

 まず、議事次第、名簿をお配りしております。議事次第にありますように今日は議題が３つ

でございます。１つ目の仕組みについての資料は、２－１、２－１の別添、２－２から２－５

でございます。２つ目の議題の、タスクフォースの提言につきましては、資料３でございます。

その他の議題につきましては、資料４並びに資料５を準備しております。また久間委員並びに

庄田委員より意見ということで１枚提出していただいておりますので、一番最後に添付をさせ

ていただいております。不足がございます場合には、事務局までご連絡をお願いいたします。 

○相澤会長 ありがとうございました。 

 資料１は、前回の議事録でございますけれども、それぞれご発言の部分については既に確認

をしていただいております。ここで全体をご承認いただけますでしょうか。 

 ありがとうございました。それでは、ただいまの議事録をご承認いただいたことにいたしま

す。 

 議題１は、科学技術イノベーションを促進する仕組みについてであります。これまでいろい

ろと議論を続けてきているわけですが、この専門調査会のほかに各戦略協議会、基礎研究・人

材育成部会等で議論も進んでおります。今日は、それらもご報告をいただきながら、全体とし

ての議論を進めさせていただきます。 

 それでは、資料２－１から２－５について、事務局より説明をお願いいたします。 

○杣谷参事官 それではまず私から、資料２－１に基づきまして、イノベーション専調全体と

してほかの協議会、部会の内容も含めた最終的な取りまとめの骨子についてご説明いたします。 

 まず、表題を科学技術イノベーション促進のための仕組みの改革（案）としてございまして、

副題はイノベーション創出環境の革新としてございます。全体の構成ですけれども、冒頭に検

討の背景というものを置きまして、その後のメインの部分としましては、ⅠとⅡの部分に大き

く分けてございます。これは第４期科学技術基本計画がその課題達成と基礎研究というのが車

の両輪となっていることに対応しております。 

 内容を見ていきたいと思います。まず１ページですが、検討の背景として、大きな背景を書

いておりまして、最初の○では我が国のＧＤＰの伸び悩み、産業の国際競争力の激化、その他

さまざまな社会、経済課題が山積している一方、種々の指標を見ると我が国の科学技術イノベ

ーション力の国際競争力が低下しているとしてございます。 

 次の○で、その原因はオープン化、グローバル化、優れた人材の獲得競争によって迅速かつ
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効果的なイノベーションを目指す世界的な競争に特に我が国の公的部門の対応や仕組みが遅れ

ているからだとしてございます。ここを受けまして、この後の仕組みの改革の対象は公的部門

を対象にしているということであります。 

 ３つ目の○ですけれども、４期計画は先ほども述べましたように、車の両輪の課題達成と基

礎研究からなっているということでありますが、この両輪が円滑に回っていくためには、国と

しては研究開発をするだけではなくて、関連する規制や制度も含めまして、政策や仕組みを改

革しなければならないとしております。最後の○で、この専門調査会自身と３つの戦略協議会、

基礎研究・人材育成部会が検討した内容をこの専門調査会が取りまとめたということを書いて

ございます。 

 ２ページ目から、改革の中身に入ってまいります。Ⅰが先ほども申し上げましたけれども、

課題達成部分でございまして、表題としましては、課題達成型科学技術イノベーションのため

の構造改革と名づけました。この冒頭部分に少し前書き的なところがございまして、ここでは

課題達成のためには政府・民間企業など多種多様な関係者の多数の活動とか仕組みが調和的・

統合的でなければならないけれども、これまでは関係する組織や制度が蛸壺化し、閉鎖的だっ

たということで、いろいろな垣根を越えて戦略的な連携、オープン化が必要であるとしていま

す。第２パラグラフで、国は多様で幅広い関係者が一体となって課題達成に取り組むことがで

きるように主導し、既存の組織、人材に限らずあらゆる知を結集し、リスクへの果敢な挑戦を

後押しする改革をすべきであるとした後に、社会課題の中でも特に被災地の復興・再生という

のは現場の眼前のニーズに特に迅速に応えることが切実に問われている、文章には書いていま

せんけれども、いわば究極の課題解決型であるというふうにしてございます。 

 このⅠの内容が１から４まで４つあるのですけれども、最初の１は課題達成のためのプログ

ラム形成の革新という表題です。ここの冒頭部分で総合科学技術会議は課題達成のためにアク

ションプランで各府省の研究開発予算を誘導はしてきたけれども、それだけではなく、特定の

課題達成の目的のもとで、科学技術のみならずそれ以外の行政分野、規制や制度なども含めま

して、関係府省や民間も含めて、多様なプレーヤーが一体的に単なる、連携ではなくて融合と

言えるような形で施策を形成し、かつ推進、実施する必要があるとしております。 

 改革すべき点、問題の所在が中ほどからございますけれども、各府省の研究開発プロジェク

トが分断されている、特に事業化、産業化に向けた異分野との連携や省庁連携が不十分である

とし、それに対応した対応方針の例としましては、なお、12月20日に最終的にまとめるときに

は例を落とした対応方針にするということが想定されますが、先ほど述べたような融合を行い
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まして、政策を形成・推進する、仮称で課題達成型プログラムを設けたらどうかとしてござい

ます。 

 プログラムとプロジェクトと２つの言葉が出てまいりますけれども、この違いは前回もご説

明いたしましたが、この２ページの一番下に書いてございます。プログラムは目標達成に向け

て各手段を組み立てた計画や手順に基づく取組でありまして、複数のプロジェクトを包含する

と言えます。 

 なお、総合科学技術会議の専門調査会が第４期計画に合った評価のあり方を年末までに取り

まとめようとしておりますけれども、そこでもプログラム化の方向が議論されているところで

あります。 

 具体的には課題達成型プログラムとは何なのだということなのですけれども、ここにつきま

しては、個別のテーマによりまして関係省庁その他関係者間の関係性が違ってくると思われま

すので、一概にどういう内容とするのかというのを示すのは今のところ難しいので、個別テー

マを選定していく中で、どういう内容とするか考えていく必要があると考えています。いずれ

にしましても総合科学技術会議が何らかの形で主導していく必要があると考えます。現時点で

は、ここにテーマ例と書きましたが、ｉＰＳ細胞の医療応用加速化というのがテーマの候補で

あると考えております。 

 また、ここの資料でスキームと書いてあるところなのですけれども、どういう制度設計なり

体制なり運営なり実行なりのマネジメントをするかということでありますけれども、どういう

ものがいいのかとの参考になる既存のやり方、制度がございまして、それを参考資料、この別

添の中につけてございますので、ちょっとそれを紹介いたします。 

 資料２－１の別添でございますけれども、そこの７ページに今までの総合科学技術会議主導

の主な既存制度の例を２つ挙げています。左が先端医療開発特区の例でございまして、先端医

療開発特区は規制制度面を含めまして一定の成果が上がってきていると認識しています。もう

１つが右側にあります社会還元加速プロジェクトというのがありまして、これは総合科学技術

会議が司令塔となり、課題解決を図るために関係府省、官民連携で推進し、実証研究として社

会還元を加速するというものであります。この２つが参考になると考えております。 

 詳しいご説明は省略いたしますけれども、例えば社会還元加速プロジェクトにおきましては、

こういう仕組みなのですけれども、研究開発実証を超えた規制改革などの取組、仕組みの改革

の部分の成果が必ずしも十分でないのではないかともされておりますし、これら既存の制度の

経験も踏まえながら個別のテーマに応じて課題達成を確実に実現できるようなプログラム設計



 －6－

を行っていく必要があるかと考えております。 

 ｉＰＳ細胞の医療、応用、加速化のプログラムに関しましては、現在、先端医療開発特区の

中で、ｉＰＳ細胞医療応用加速化プロジェクトというのがありますので、例に挙げましたｉＰ

Ｓ細胞の医療応用加速化の課題解決型プログラムをつくっていく際には、今のプロジェクトを

発展させたものにして、より有効なものにしていくということが考えられます。 

 なお、先端医療開発特区とはなんぞやとか、今行っているｉＰＳ細胞医療応用加速プロジェ

クトの参考資料はこの７ページの前の４、５、６ページにつけてございますが、説明は省略い

たします。テーマをもう１つ、２つなり、内閣府のほうで絞って選びながら内容をさらに詰め

たいとは考えてございますが、今日は例ということであります。 

 続きまして、２に移ります。３ページですけれども、表題はオープン・イノベーションに対

応した知の結集としてございます。我が国が社会課題の達成、それから産業競争力の強化など

の国益を実現するためには、既存の組織、人材だけでなく、あらゆる知を活用しなければなら

ないが、国は必ずしもこれを実現できていないというのを頭のところに書いてございます。具

体的には、改革すべき点の１つ目の○ですけれども、国内の公的研究開発拠点などの研究環境

が不十分であるので、対応方針の例に移りますが、大学、公的研究開発機関の国際的な研究者

の取り込み、国際的研究機関との連携が不足であるとしております。２つ目の○が、我が国の

研究開発プロジェクトへの世界の知の取込みが不十分としておりますが、前回もご紹介しまし

たけれども、欧米では外国企業をプロジェクトに取り込もうとしておりますが、我が国が強い

技術と欧米などが強い技術を戦略的に融合するなどの場合には、国際標準の獲得につながると

いうようなことで、産業競争力の強化につながると、ここではしております。 

 対応方針の例ですけれども、最初の○は大学、公的研究機関の研究開発拠点の環境整備とし

て、給与・退職金などの雇用環境、組織管理、運用の柔軟性が少ないとか、施設の共用化が例

えば米国などと比べると進んでいないとか、機関の幹部の国際化が進んでいない、優秀な人材

確保につながるそういう幹部の国際化が進んでいないということを改めるということを書いて

ございます。 

 ２つ目の○では、特段法令上の制約がなくても国益に資する場合がどういうものかという考

え方のルールがはっきりしていない、技術流出防止のための知財ポリシーもはっきりしていな

い、ということで、これらを解消していく、ということを対応方針の例としております。 

 その下の３ですけれども、リスクへの挑戦ということでありまして、ここでは特にグリーン

分野、ライフイノベーション分野のように、新規市場とかハイリスクの分野でリスクに挑戦す
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る研究開発型ベンチャー企業や中小企業への期待が高まっている、特に、時間、お金のかかる

創薬分野への対応が必要としてございます。 

 改革すべき点では、研究開発型ベンチャー企業や中小企業は依然、資金やノウハウが不足で

ある、ベンチャー・キャピタル等によるリスクマネーの供給、政府支援が不十分であるとして

おります。また、創薬のアカデミアのシーズと企業ニーズのマッチング、事業化資金手当てな

ど国を挙げた取組が不十分であるとしております。 

 対応方針では、次のページに移りますけれども、ベンチャー、中小企業支援は、①の金融的

支援強化としまして、アメリカでは使われているけれども、日本では使われていなかった種類

株式の活用の促進や産業革新機構のリスクマネーの供給を拡大していくということとか、イで

ありますけれども、日本版ＳＢＩＲの拡充、ベンチャー企業との連携を必須とするプログラム

などの整備など、国の研究開発プロジェクトへの取込みを挙げています。 

 さらに②では、優れたベンチャー・キャピタルのノウハウ伝授、目利き機能の活用など、ベ

ンチャー機能の活用を挙げました。ベンチャー支援は民間資金によるリスクマネーの供給の促

進と国費による直接の支援の両方の充実が必要と考えられますけれども、先ほど申し上げまし

たが、前者について米国ではベンチャー・キャピタル投資の手段として使われている種類株式

への投資が我が国では法令が不明確だったために行われてこなかった、それを改めて定着させ

る取組を行うこととし、後者の国が直接国費を出すことにつきましては、アメリカで成功され

ているとされている制度を参考に第４期基本計画にもありますように、日本版ＳＢＩＲの拡充

としまして、ベンチャー企業が参加しやすくなるような多段階選抜方式導入推進とか、各省庁

の研究開発予算への多段階選抜方式の導入目標の設定の検討につきまして、内閣府と中小企業

庁を中心に行っていくということが考えられます。 

 

 ベンチャー・キャピタルのところですけれども、研究開発の内容や成功可能性を政府が判断

するということはますます難しくなっておりますので、ベンチャー・キャピタルの目利き機能

などを活用することが重要であると考えられます。参考になります資料として、別添の14ペー

ジでは、種類株式の話につきまして、それから15ページ、16ページでＳＢＩＲにつきましてつ

けております。説明は省略いたします。 

 ４ページの４．復興・再生の早期実現でございますけれども、復興・再生の早期実現は被災

地の復興・再生で、先ほど究極の課題解決型と述べた部分でございまして、この後、復興・再

生戦略協議会の検討状況の報告がございますので、それを踏まえてご審議いただきたいと考え
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ております。 

 その下のⅡの部分ですけれども、ここは基礎研究力の抜本強化ということでありまして、１

から３の３つの項目がございますが、この部分もこの後基礎研究・人材育成部会の検討状況の

報告がございますので、それを踏まえてご審議をいただきたいと考えております。以上です。 

○相澤会長 それでは、引き続き戦略協議会及び部会から報告をお願いいたします。 

○加藤参事官 復興・再生協議会を担当しております加藤でございます。よろしくお願いしま

す。 

 資料２－２として前回の11月８日に開催いたしました協議会の資料から２ページ抜粋してご

紹介をさせていただきたいと思います。 

 まず、資料に入ります前に、復興・再生戦略協議会では、被災地の早期の復興・再生の加速、

これが戦略協議会で最も取り組むべき重要なものという認識のもとに、仕組みの見直しの検討

を進めてございます。 

 そんな状況でございますので、アクションプランとの関係でいきますと、平成25年のアクシ

ョンプランの成果を活かせるのは、早くても26年以降とちょっと先の話になりますので、復

興・再生戦略協議会に関しては、アクションプランにあまりこだわらずに皆様方にご議論をい

ただいて、現地の復興・再生を加速するような科学技術関係の仕組みの見直しに言及できれば

ということで進めさせていただいてございます。 

 このページ、全体のイメージ、ものの考え方をまとめさせてもらっていますけれども、この

ペーパーにつきましては、被災地の復興・再生を加速するためにということで、左のほうにＢ.

解決すべき課題と青枠で囲ったところがございます。現地の課題を大きくまとめますと、ここ

に（１）から（６）まで書いてございますように、医療体制の再構築、雇用の話、まちづくり、

がれき処理、それから公共鉄道網がなかなか回復してないというご意見を県の復興の課題とし

てまとめている県もございますので、５番目。それから、除染の話という６つのテーマをもと

に、どのようなものが阻害要因になっているかというご議論をいただいて、前回のときは右に

ございますように、見直しのテーマとして、また同じく６つ、（１）から（６）まで掲げてご

議論をいただきました。 

 １つは、遠隔医療、それから（２）は雇用の話、まちづくりの話などにおきまして、技術シ

ーズと復興ニーズのマッチングを促進させるようなマネジメントとか、成功事例を広めるよう

な仕組みがいるのではないか。それから、３番目は、まだまだ十分確立していないような技術

を体系化するべきではないか。それから、４番目として、がれきの処理、これを復興工事等の
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資材の有効活用という観点でまとめられないか。それから、５番目は異色なので、中ほどに要

因のところで、下から３つ目に④というのがございますけれども、今回の震災でいろいろ技術

がありますけれども、制度がなくてすぐに使えなかったというのが震災直後はございましたの

で、こういったことがないように、現在も、復旧工事の仕組みがあるのですが、復旧だけでは

なくて、将来に向けた可能性を検証できるように、（５）として新しい仕組みづくりみたいな

ことができないか。それから、除染の話、この６つで皆様方にご議論をいただいたところです。

皆様のご意見を踏まえながら、さらに情報収集し、また必要に応じて協議会の専門委員の方々

のお話も聞きながら、最終的なまとめをしていきたいと思います。 

 ２ページにつけましたのは、当日、座長からちょうだいした１枚紙をちょっと僭越ながらつ

けさせていただいてございます。項目が多岐にわたるので、まとめるときはこんな形で２つに

分けたらどうかというご提案をいただいていますので、こんな方向で協議会としてまとめてい

きたいと思います。 

 １番として、科学技術を用いて加速するための仕組みの見直し、それから２つ目については、

仕組みには関わらないかもしれませんけれども、技術開発、あるいは教訓を活かして、もろも

ろ加速していくための取組の推進という、こういう２つでまとめていきたいと思ってございま

す。 

 １番の中ほどに書いてある文章を先ほど杣谷から説明した資料に一部引用させていただいて

ございますし、それ以外にも協議会のまとめの中では、２番の（１）から（３）に書いてある

ようなことについて最終的に加速をさせる取組としてまとめていきたいなということで座長か

らちょうだいし、意見交換いただいてございます。 

 途中状況でございますけれども、以上、復興・再生の説明を終わらせていただきます。 

○相澤会長 それでは、次はグリーンでしょうか。 

○岩崎参事官 それでは、資料２－３をご覧ください。システム改革に関する討議といたしま

して、これまでグリーンイノベーション戦略協議会でのご議論及びメール等でちょうだいいた

しましたご意見をもとに対応方針骨子案を作成いたしまして、11月５日に開催いたしました第

７回グリーンイノベーションの戦略協議会の資料としてご用意させていただいたものを抜粋し

て、この資料とさせていただきました。時間の制約がございますので、ごく簡単に本戦略協議

会での議論についてご報告させていただきます。 

 まず、ワードで示しました、システム改革等イノベーション実現するための方策（対応方

針）（骨子案）をご覧ください。１の検討の背景については省略させていただきます。２番目



 －10－

の改革すべき点、問題の所在でございます。本協議会では大きく３つの点についてご議論いた

だいております。出口志向の研究開発を成立させるに当たっての問題といたしまして、現場研

究者の意識に加えて、異分野、省庁連携について指摘されております。 

 ２番目の事業化に至る確率を向上させるに当たっての問題につきましては、起業へのチャレ

ンジングやベンチャー企業への支援の重要性が議論されております。 

 ３番目の産業化・社会への定着の達成と成長を支援するに当たっての問題といたしましては、

規制や制度、インフラ等の事業環境の整備やそれから支援の縦割りなどが本協議会では指摘さ

れております。 

 ページをめくっていただいて、次のページの冒頭には、すべてのステージに関連した問題点

として、まず１つはプログラム・プロジェクトマネジャーの重要性、それからベンチャー等の

支援に対する予算の複数年度化といったことが挙げられております。 

 対応方針といたしましては、当協議会で議論されたのは１としてアンブレラ型のプログラ

ム・プロジェクトによる先導的実証事業の実施、これは資料２－１の課題達成型プログラムと

いうことに対応するかと思います。それから、２番目としましては、グリーンイノベーション

の創出を目指す起業家等の支援ということの２つを対応方針として本協議会では取りまとめて、

議論させていただいております。これらにつきましては、イメージ図にまとめておりますので、

次のページをめくってご覧ください。 

 こちらに本協議会の先生方にいただいたご意見等、前のページの箇条書きでございますけれ

ども、それをもとに図に起こしたものでございます。まず、上の図がアンブレラ型のプログラ

ム・プロジェクトによる先導的実証事業のイメージ図でございます。ポイントといたしまして

は、１つの府省がプロジェクト・プログラム全体の責任府省となり、実証全体を管理する規制

等を所管する府省も一体となる。それから、明確な権限のもとでプログラムマネジャーを位置

づける。あわせて実証に必要な予算を複数年度でコミットする。というようなことを図に起こ

したものでございます。 

 それから、下の図がグリーンイノベーションの創出を目指す起業家等の支援のイメージでご

ざいますが、ポイントといたしましては、起業家を支援するために国費を投入するのだという

こと。それから、支援するために民間のベンチャー・キャピタル等のノウハウを最大限に活用

していこう。そのために国費を、起業を目指す人やそれを支えるベンチャー・キャピタル等の

支援に投じるとともに、キャピタリストのような目利き、その人材育成に振り向けてはどうか

ということ。また、国の支援により民間等の支援を引き出しやすい環境を熟成していくという
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ようなことで議論をさせていただきました。 

 前回の協議会の場では、例えばアンブレラ型プロジェクトに関しましては、すべてのグリー

ンの分野がこの形でのイノベーション創出は実現できないだろうということ。あるいは、プロ

グラムマネジャーが大変重要となるが、その役割や権限についてはさらに議論を深めたいとい

ったご意見をいただいております。 

 また、下の起業家支援につきましては、補助金からファンドへの方向転換が重要であろうと

いうことや民間のベンチャー・キャピタルではなく、右側のリミッテッドパートナー、ＬＰ出

資と書いてある出資への位置づけのほうがいいのではないか。あるいは民間と国との出資比率

を明記してもいいのではないかというご議論がございました。現在、協議会後も構成員の先生

方からメール等でご意見をいただいたところでございまして、次回協議会でグリーンイノベー

ション戦略協議会としてのシステム改革を実現するための方策を取りまとめていく予定でござ

います。以上でございます。 

○相澤会長 ありがとうございました。 

 それでは、ライフお願いいたします。 

○北窓参事官 ライフイノベーション担当参事官の北窓でございます。ライフイノベーション

戦略協議会では、11月１日に第７回の戦略協議会を開催しました。そこの席上では、今までの

ご議論をもとに、座長、副座長とご相談の上、６つの対応方針を出したところでございますが、

戦略協議会の席上で、６つというのはなかなか多いので、それを３つ程度に大括り化して提出

すべきではないかというご意見が出されたところであり、本日提出した資料２－４は、座長、

副座長にご相談のもと、３つにまとめた案を出しておりますが、各構成員の専門委員の先生方

等にお諮りするのはこれからになりますので、あくまでも現段階での案であるということをご

了解いただければと思います。 

 それでは、資料２－４に従ってご説明させていただきます。まず、１番の府省を超えた課題

達成型研究開発プログラムの創設でございますが、これは平成25年度の科学技術重要施策アク

ションプランへの各省からの施策提案でも、同一領域への複数の府省からの提案も認められて

おります。各省が共通の目的のもとに適切な役割分担を行い、研究開発施策の推進において連

携することは課題達成の迅速化につながることが期待される一方で、連携を実りあるものとし、

研究開発の効率化、迅速化を行うためには府省を超えた強力なプログラムマネジメントが求め

られますが、現状では必ずしもその機能は十分であるとは言えません。したがいまして、特に

開発研究が実用化の段階についている分野では府省を超えた強力なマネジメントが必要であろ
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うということです。 

 このため総合科学技術会議が科学技術予算の重点化ツールとして位置づけている科学技術重

要施策アクションプランや関係省庁との共同で進めている、先ほど杣谷参事官からも話がござ

いました先端医療開発特区、これは複数拠点の研究者をネットワークで結んだ複合体が行う研

究プロジェクトでございまして、行政地区単位の特区ではなくて、テーマ重視の特区として、

平成20年からやってきたというものでございますが、こういう仕組みを活用したプログラムマ

ネジメントの強化を提案してはどうかということです。 

 なお、先端医療開発特区については、先ほどの資料２－１の４ページ目に先端医療開発特区

の説明のペーパーが準備されています。趣旨としては、研究資金の統合的かつ効率的な運用や

開発段階からの規制を担当する機関等と意見交換や相談を試行的に行うことで、最先端再生医

療、医薬品、医療機器の開発、実用化を促進する。医薬品、医療機器再生医療の場合は、人に

おける臨床試験の段階というのを経なければなりませんので、ここの隘路というのでしょうか。

ここの部分をいかに乗り越えるかということに知恵を絞った形の特区でございます。 

 一番下に書いてありますように、ｉＰＳ細胞応用、再生医療、それから革新的な医療機器の

開発、革新的バイオ医薬品の開発、国民健康に重要な治療、診断に用いる医薬品、医療機器の

研究開発のそれぞれの分野で、全体として24のプロジェクトを特区として採択して進めてきて

いるところです。 

 そのうちｉＰＳ細胞関連のものを次の５ページ、６ページに示してございますので、ご覧く

ださい。５ページ目は、山中先生のｉＰＳ細胞医療応用加速化プロジェクトでございます。６

ページ目は、これはｉＰＳ細胞創薬、ｉＰＳ細胞を用いた創薬の加速化で、６ページのプロジ

ェクトからは肝臓細胞の誘導に成功しまして、現在株式会社リプロセルで実際に毒性評価のキ

ットを製品化して販売しています。以上が１番目の項目についての説明です。 

 それでは、資料２－４に戻っていただきます。 

 ２の（１）オープン・イノベーションの強力な推進ということで、例えばライフイノベーシ

ョン分野でございますと、多くのライフサイエンス系の研究のアウトプットというのがデータ

として残るわけでございますが、公的研究資金の配分に当たっては、ライフサイエンス統合デ

ータベースが現在ＪＳＴで進められつつありますので、そうした統合ベースに研究成果である

データの提供を要件として任すことなどが考えられるということでございます。 

 これについては、部分的には文部科学省の科研費、厚生労働省の厚生科学研究費等々で既に

実施されているところであり、経済産業省でもそのような取組をご検討いただいているという
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ことなので、そういった取組を後押しする面で一層進めてはどうかということでございます。 

 ２－（２）としては、研究開発段階がある一定の段階に達した創薬研究、例えば最適化をク

リアした段階、そういう創薬研究に対する公的研究資金の提供というのを集約化してはどうか

ということで、現在、医療イノベーション５カ年戦略においても基礎研究等から医薬品の実用

化まで切れ目なく支援するためのオールジャパンでの創薬支援体制として関係府省の協力によ

り関係府省創薬関連研究機関等による創薬支援ネットワークを構築するということがうたわれ

ておりますので、こうした創薬支援ネットワークに集約することが考えられるのではないかと

いうことでございます。 

 次に３番目でございますが、これは革新的な医薬品、医療機器再生医療の実用化支援の充実

ということで、事業化、産業化の部分では大きな資金が必要でございますので、（１）として

産学マッチングファンドや産業革新機構、財政投融資を通じたバイオベンチャーへの支援及び

従来からございます制度である希少疾病用医薬品・医療機器の開発支援の充実強化ということ

が考えられる。それから、再生医療だけではないですが、再生医療の実用化においては、特に

質の高い臨床研究ということが求められますので、質の高い臨床研究を進めるための基盤整備

というものが考えられるのではないかということです。 

 （１）で申し上げました産業革新機構については、資料２－１の別添の17ページに産業革新

機構の仕組みを準備していただいております。産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特

別設置法に基づき、平成21年４月に設立されたものでございます。知財ファンドやベンチャー

企業等に投資しておりますが、バイオベンチャーには現在２社の投資が行われているという状

況です。今後、12月の第８回の戦略協議会で以上のようなたたき台をもとに、最終的に仕組み

の改革について提案いただくこととしております。以上です。 

○相澤会長 ありがとうございました。それでは、基礎研究・人材部会、お願いいたします。 

○安間参事官 資料２－５をご覧いただきたいと思います。基礎研究・人材育成部会の概要を

ご説明申し上げます。ご案内のとおり当部会の議論の対象は大変幅広うございます。反面、年

末までに取りまとめが求められているということから、その対象分野を絞り込む必要がござい

ました。結果と致しまして、今、ご覧いただいております資料１ページにございますとおり、

近年さまざまな国際指標の低下としてあらわれており、関係者に危機感を持って受け止められ

ております基礎研究力の相対的低下ということについて集中的にご議論をいただいているとこ

ろでございます。 

 前回の本調査会で状況をご説明申し上げて以降、本部会は２回開催されたところでございま
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す。それぞれの回では資料の２ページ目、３ページ目でご覧いただけるような論点について、

具体的なご意見をちょうだいしたところでございます。一方、その間、11月２日には山中教授

ご参画のもと、総合科学技術会議本会議が開催されました。その際に、資料４ページ目にござ

いますが、総理並びに科学技術政策担当大臣から関連事項についてご指示があったところでご

ざいます。こういったことも踏まえて、ご議論を頂いていたところでございます。今後、これ

までの席上でのご議論、またはその後、書面でいただいたご意見を踏まえて取りまとめを行う

こととしてございます。  

 論点を踏まえますと、取りまとめの構成としましては、資料２－１にありますような構成が

考えられるところでございますが、現状ではあくまでもイメージでございます。したがいまし

て、個々の対応方針につきましては、現時点では空欄となっております。今後、松本座長、上

山副座長ともご相談の上、内容について整理し、12月の冒頭、４日に予定している次回会合で

はいただいたご意見を踏まえました取りまとめ案について、ご議論いただく予定にしてござい

ます。以上でございます。 

○相澤会長 ありがとうございました。戦略協議会及び部会での検討が着々と進んでいるとこ

ろであります。そこで本日この専調で議論いただくのは、資料２－１であります。この資料２

－１の初めの部分は検討の背景ですので、これについては特段のご指摘があればということで

ありますが、主として議論していただくことは、Ⅰ課題達成型科学技術イノベーションのため

の構造改革、Ⅱ基礎研究力の抜本強化、こういう２つの大きな柱立てをしてまとめていこうと

いうことです。 

 Ⅰについては、この専門調査会が主たる検討母体として検討しようとしていたことも含まれ、

かつ各戦略協議会の検討されている状況を踏まえて、それを総括し、こういう整理をさせてい

ただいております。Ⅱのほうは、基礎研究・人材部会で検討されている内容をこういう筋でま

とめていかれるのではないかということでの整理であります。 

 まず、初めにこういう整理の仕方をして、太めのものを柱としようという初期の考え方で進

めていこうというところについてのご意見をいただければと思います。これからご質問でもご

意見でも結構でございますが、ご意見をいただく前に、既に書面でいただいているご意見がご

ざいます。これは庄田委員及び久間委員から寄せていただいております。久間委員より、でき

るだけ簡潔にご説明をいただければと思います。 

○久間委員 それでは、簡潔に説明させていただきます。この資料を出させていただいた背景

は、私が企画部会長を務める経団連の産業技術委員会において、産業競争力向上についての検
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討や提言をまとめており、庄田委員も同委員会のメンバーであることから、今回連名で提言を

提出させていただいたものです。 

 お手元の資料で、説明しますけれども、上から３行目、今回の第４期基本計画の理念を実現

するためには、これまでの仕組みを抜本的に見直し、科学技術イノベーション政策の範囲、指

揮命令系統、責任及び権限を明確にした上で、イノベーション創出に向けた国全体の推進体制

を強化することが不可欠です。 

 仕組みの改革を今、議論しておりますが、何と言っても、１つ目に強力な司令塔の実現が重

要です。それから、２つ目が資源配分の仕組みの改革。３つ目が大学、大学院の改革。これら

を重要な柱と掲げるべきと考えております。 

 まず、１の強力な司令塔の実現ですが、２行目に記載しているとおり、11月９日に総合科学

技術会議の総合科学技術・イノベーション会議への改組に関する閣議決定がなされました。然

し、これにより強力な司令塔が実現できるとは言い難いと思います。今回の閣議決定はあくま

でも第一歩であり、さらなる改革を進めて司令塔の強力なリーダーシップのもと、府省横断で

科学技術イノベーション施策を推進できる体制を構築すべきと考えております。これが１点目

です。 

 ２点目は、資源配分の仕組みの改革です。これまでは各省ごとに実施されているファンディ

ングの仕組みを、基礎研究から事業化まで一貫した支援が行われる仕組みへと改革すべきと考

えます。その際、イノベーションの主体は民間であるという認識のもと、産業界が中心となっ

た産学連携への政府支援を拡充することが重要であると考えます。また、基礎から社会実装ま

での一貫したマネジメント体制、具体的にはテーマの設定、研究組織、予算規模、期間、評価

システムなどの整備が極めて大切と考えております。 

 ３点目が大学、大学院の改革です。高等教育は文教政策として文部科学省の専管とされてい

ますが、少なくとも医学、理工系の大学、大学院については総合科学技術会議での議論を政策

や予算に反映させることができる仕組みを構築すべきと考えます。 

 それから、研究開発及び教育の双方に関する適切な評価手法を整備し、客観性かつ透明性を

持った評価が着実に行われる体制を整備することが必要と考えます。その上で、その評価結果

に基づいて、運営費交付金を重点配分し、大学、大学院間の競争や機能分化を促進する仕組み

を作るべきと考えます。以上でございます。 

○相澤会長 ありがとうございました。それでは、先ほど申しましたように、資料の２－１の

ⅠとⅡという柱立てをしてそれぞれの内容を固めていくという、こういう進め方を中心として
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ご質問、ご意見をいただければと思います。いかがでしょうか。 

○中馬委員 大括りのⅠとⅡということなのですけれども、Ⅰはたくさん埋めてあるのですが、

Ⅱはスカスカですよね。（科学技術イノベーション政策という視点で考えれば）現状の課題に

加えて（極端な言い方をしますと）環境変化による地球の滅亡への対処といった超長期的な好

奇心駆動型の課題もあるわけでして、後者はIIにつながるのだと思います。そして、案ではI

についてはとても具体的に書いてありますが、Ⅱの項目はとても抽象的になっていますので、

最終的にⅡに何が書き込まれるのか少し不安です。さらに、Ⅱでは、最初に各国の論文数など

を示して日本の研究開発力の世界ランキングが下がっている！これはどうにかしなければいけ

ない！という話が示されているわけですが、そもそも日本の研究開発力のどこに問題が起きて

きているのかについて記述されているわけではありません。中国の台頭に示されるように世界

はダイナミックに変わって来ているわけですから、日本のランキングが落ちていくことは不可

避とも言えるでしょう。したがって、この部分で書かれるべきことは、地球規模での研究開発

ネットワークの中での日本発の研究開発がどのような弱点を抱えつつあるのか？そのような弱

点を克服するためにどのような頑張りが必要とされているのか？どのようなところに特化して

いくべきなのか？等々だと思います。そして、そういう現状認識に基づいてどのような基礎研

究体制の抜本強化が求められているのかを書き込むことになるのだと思います。そういう事柄

を12月までにまとめなければいけない訳ですからうまく書くことがとても難しいとはわかるの

ですけれども、現状Ⅱで書かれている内容の抽象度がⅠに比べてあまりに漠然としていると思

うのですけれども、いかがでしょうか。 

○相澤会長 これは先ほどご説明があったように、部会のほうの検討状況が先ほどのような状

況ですので、確かにご指摘のようなところを抱えながら部会に努力していただいて、今、お任

せをしてでき得る限りのところで、まとまった段階のものを入れ込むという形でよろしいので

はないかと思います。すべてをこの形で今挙がっている項目がそれぞれ大きな柱になるという

ところまで来るのかどうか。これは一重に部会にお任せするということでよろしいのではない

かと思います。 

 上山副座長がおられますので。 

○上山委員 ちょっと責任上、補足をしなければいけないので発言します。実はこの大学にお

ける問題というのは極めて根っこが深いということを考えざるを得ないと実感しております。

基礎研究・人材育成部会では、当然ながら、多くの意見を拝聴しておりますが、現場はかなり

疲弊している。若手研究者が困っているということが当然挙がってきて、それに対応するどの
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ような方向があるかということを議論せざるを得なくなってきているというのが現状だと思い

ます。 

 中馬先生が今おっしゃったご指摘は、ある程度当たっていて、それは私自身も副座長の責任

上、そこに参加して議論をしておりますけれども、一番問題であるのは、Ⅰで議論されている

ところと、このⅡの基礎研究のところがどういう形で結びついていくかというイメージがなか

なか打ち出せていないということがあろうかと思います。 

 実際のところグリーンにしてもライフにしても、あるいは震災の問題にしても、出てくる研

究のシーズというのはかなり大きな部分が大学に負っているということは間違いないわけです。

したがって、我々のほうでもそれに対して何かの言及をする、あるいはそれについての議論を

まとめていくことが可能でしょうが、問題は大学が置かれている現状が、そういったところに

きちんと対応するシステムがなかなかできていないところが問題であって、この問題はかなり

根っこが深いということです。 

 例えば、Ⅰのところの議論をずっとお伺いしていましたが、多く出てきたのは、さまざまな

プロジェクトをさらに動かして行くには、ベンチャー・キャピタルが問題で、ベンチャーがど

ういう形で排出していって、社会に大きな貢献をするかというところが仕組みとしては重要で

あるという話が必ず出てくるのですが、ところが日本の大学の現状では、この問題に取り組む

ことは難しい。欧米であれば、大学そのものがベンチャー・キャピタルとパートナーシップを

リミテッドパートナーシップ、先ほど出ましたけれども、をつくって積極的にそこに関わって

いくような体制が出てきていますが、今の日本の国立大学のマネジメントの中でそれを急速に

やることはとても難しい。 

 あるいは、日本型ＳＢＩＲの話も重要な問題で、大学発ベンチャーの創出に関わってきてい

る課題ですが、これも我々のほうではきちんと大学のマネジメントのサイドからそれをどうい

うふうにサポートしていくかという議論がなかなか今のところは進んでいない。ただ、関連す

る方向性と言えば、大学におけるマネジメント改革というところ、この問題をかなり議論して

おります。したがって、そこを伸ばしていくことによって、中馬先生がご懸念されているよう

な大きな大枠の議論とこの基礎研究、人材育成のところというのはある程度接点をつくりなが

らまとめていくことができるのではないかと今のところ思っているということです。一応、補

足させていただきました。 

○相澤会長 どうぞ。 

○久間委員 「基礎研究力の抜本強化」の目的の一つには、次のイノベーション、次の次のイ
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ノベーションを継続的に起こす人材の育成も記載いただきたいと思います。 

○相澤会長 それでは、そのほかのご質問、ご意見はいかがでしょうか。 

 石川委員、どうぞ。 

○石川委員 私は復興のほうに出ておりますので、資料２－１とそれから２－２を両方見なが

ら意見を申し上げたいと思います。ここに課題達成型科学技術イノベーションということで、

復興に関してはもうこれが最も特徴的なものであるという、そういうとらえ方で私はよろしい

のではないかと思います。そういう視点で見ますと、先日、11月８日に資料２－２のものが出

されまして、若干修正があるのですが、やはり改めて課題達成型ということになりますと、資

料２－２が的確に課題をとらえているというふうには思えないということなのですね。 

 これは、検討会の中でいろいろ問題になったことですが、私は復興に関しては、何が課題で

あり、達成すべきなのかということです。４ページに書いてある問題が非常にわかりにくいと

いうふうに私は思っております。私見を申し上げますと、復興に関して、今後将来を見通して

解決しなければならない課題というのは大きく４つありまして、１つは安心・安全ですが、安

心・安全は達成されたとしても、高齢化とか、人が住まないまちになってしまっては意味があ

りません。持続可能性とか回復力のあるまちとは何か、１年８ヵ月たって今は解決すべき課題

が変わってきております。そこを明確に課題解決の視点として位置づける必要があるというの

が検討会の中で意見が相当出ていたと思います。 

 それから、２番目に関しては、科学技術の問題で、今回は防災だけでは無理なので、減災、

つまり完全に防ぐことはできないという認識をしたわけですから、防災と減災の技術開発、こ

れが極めて不十分と思います。これは課題ということで、検討会の中で大変大きな問題意識と

して挙がっておりました。 

 それから、福島の放射能に関する科学的解明と復興の関連。これらが３番目。これらを支え

る仕組み、プログラム、取組のここで書いてあることです。私は検討会でそのように認識して

おりますので、この資料２－１の課題達成型科学技術、この視点でよろしいかと思います。問

題は私どもがそれに対して専門部会として、しっかりとした目標というものを改めてきちんと

構築しなければいけないのではないかと思っております。 

○相澤会長 ありがとうございました。ぜひ、そのようなことを最後のまとめのところで出し

ていただければと思います。 

 どうぞ。 

○成宮委員 先ほどⅠ番とⅡ番、イノベーションのための構造改革と基礎研究の抜本強化とい
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うことについて、その基礎研究をどうイノベーションに結びつけるかについて、基礎研究をイ

ノベーションということを視野に入れて遂行すべきであるという上山委員、久間委員のお話が

ありましたけれども、そのような基礎研究の中においてイノベーションに結びつけるものをい

かに見つけるかと言う体制作りはむしろⅠ番の構造改革に入るのではないかと思います。最初

からイノベーションを見越してやるような基礎研究もあるでしょうけれども、基礎研究はやは

り本来科学的好奇心、知的好奇心から発するもので、それが非常に大きな芽を持っているのが

基礎研究なのです。基礎研究をいかにやるかということはそれをどう育てているかで、例えば

１番に書いてありますような国際的な研究者の取組とかが大事で、それが欠けているのが、今

の日本の大学、基礎研究の問題点なのです。大学が国際化していない。 

 先ほど大学ランキングが低下していると言われましたが、低下したのは日本の大学が国際化

してないということが一番大きなファクターです。それから言えば、そういった面が、基礎研

究の充実という意味では大事なので、イノベーションをどうするかということは、Iの構造改

革で、大学の構造改革も含めて議論していただくのが位置づけとしてはいいのではないかと考

えます。 

○相澤会長 どうぞ。 

○北城委員 資料２－１の４ページのところの金融的支援のイのところですけれども、日本版

ＳＢＩＲ拡充と書いてあって、これから具体的なことを書いていただくと思うのですが、日本

版ＳＢＩＲについては、何回も議論が出るのですけれども、具体的な書込みがなされていませ

ん。 

具体的にはアメリカで行われているように外部向け研究開発予算の2.5％をＳＢＩＲに充てる

べきと思います。今は各省庁でそれぞれ予算を確定しているようですので、まず2.5％という

のを最終的な文章の中には書き込んでいく必要があります。 

 それから、多段階と書いていますけれども、アメリカで成功している３段階の選抜方式も具

体的に書き込んだほうがいいと思います。聞くところによるとアメリカではこのＳＢＩＲを使

って、通信関係のベンチャーのクアルコムがＳＢＩＲを受けて、通信用の半導体をつくって、

今は時価総額がインテルを上回るぐらいの規模にまでなっているということです。当初35人ぐ

らいでＳＢＩＲを受けて、その後非常に大きくなったということなので、その予算配分側の省

庁側ですべてのプロジェクトを規定するよりも民間から外部向け研究予算のうちの2.5％ぐら

いは民間のベンチャーや企業でいいアイデアを持っているところを３段階で支援するような仕

組みを地にでも現実につくったらいいのではないかと思います。 



 －20－

 ついでにアメリカのバイオベンチャーの売上げの大きいところのトップ10のうち７社はＳＢ

ＩＲを受けたということも書かれていますので、もう少しこのＳＢＩＲについて、はっきりと

した文書を書き込んだほうがいいと思いました。 

 それから、２番目のＶＣ機能の活用ですけれども、資料２－３の３ページです。これはグリ

ーンイノベーションのところで出ているのですが、図の真ん中にベンチャーファンドと書いて

あるのですが、これはグリーンイノベーション以外でも、ライフイノベーションでもいろいろ

なところのイノベーションに関係するので、別にグリーンに限らないのですが、この真ん中の

ベンチャーファンドという言葉を官民ファンドと書いたほうがいいと思います。官と民とでフ

ァンドをつくるのですが、残念ながら日本では民間のベンチャー・キャピタルに十分な資金が

ないということを考えると、官民ファンドをつくる際に、官と民の出資比率については民間が

20％ぐらいと具体的な記述が望まれます。イスラエルのＹＯＺＭＡのような例もあるので、ま

ずは民間が20％、政府が80％で出して、もしこのファンドがうまく適切なところに出資して、

事業が成功すれば、その政府の持ち分のうちの半分は民間のベンチャー・キャピタルが買い取

ることができるという制度も入れるのです。ここの大事なところは要するにベンチャー・キャ

ピタルが自分のお金だったらどのプロジェクトにお金を入れるかという判断、あるいは目利き

の機能を使って、成果が出るようなところに資金が回るようにすることです。要するに、どの

プロジェクトがいいかを研究者が選ぶのではなくて、ベンチャー・キャピタルを選ぶというこ

とをやったらどうかということです。ただし、その金額は先ほどのＳＢＩＲと同じぐらいで、

全体の2.5％ぐらいでいいと思います。大半は各省庁が優先順位をつけて配分していいと思う

のですが、一部は研究者、あるいは省庁でないところの事業化の可能性を考えた人が資金配分

をするという仕組みを入れたらどうかということが２点目です。 

 それから、３点目は、最初の２－１の資料の４ページの下のほうに、先ほど出た基礎研究の

抜本強化のところで、これは上山先生がお話しされた国立大学とか、研究開発のマネジメント

力が発揮されてないということに関してです。科学技術イノベーションの視点で国立大学、及

び国立に限らず私学も含めて、大学の運営体制において、学長、総長がリーダーシップを発揮

できる仕組みを入れないとなかなか改革が進まないと思います。このことも書き込まれたら良

いと思います。 

○相澤会長 どうぞ小谷委員。 

○小谷委員 まず、基礎研究力の抜本的強化ですけれども、一番初めの基盤づくりの項目で、

３行で書いてあるところは、少し書き換えていただきたいと思います。基礎研究や人材育成は
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何のためかということが、これではまるでランキングや論文をたくさん書くことが目的のよう

にしか読めません。今の基礎研究、もしくは大学の問題というのは、科学の歴史を変えるよう

な新しいものにチャレンジするような人材を育てられているかとか、そういうことができる研

究環境にあるかとか、基礎研究に関する魅力を失いつつあるとか、また大きな挑戦を実現する

大学等のマネジメントができていないということだと思います。例えば研究環境の悪化、研究

時間数の低下ということがランキングや論文の伸びの低下につながっているかもしれません。

しかし、ランキングや研究論文というのはあくまで研究力をはかる道具であって、これをまる

で目的のように書く、これを何とかしなければいけないという書き方は改めていただきたいと

思います。 

 ここにはまず基礎研究とは何かを記すべきです。先ほど議論のあったイノベーションにつな

がる基礎研究もありますけれども、同時に、好奇心に基づいて科学の歴史を変える、人類の知

恵を深めるという研究もあるかと思います。まず、何のための基礎研究であり、何が目的かと

いうことを書いていただきたいと思います。 

 Ⅰの２のオープン・イノベーションに対応した知の結集というところについて質問させてく

ださい。多分私の知識がないせいだと思うのですが、オープン・イノベーションとは、国際共

同研究とか、国際的な話だけではないと考えています。ここのオープン・イノベーションで改

革すべき問題点とか対応方針の例を見ると、国際的になるだけに特化しています。それ以前に

いろいろな組織に属している人たちが、機密を守りながら一方で情報をシェアしていく仕組み

がオープン・イノベーションだと私は思っていました、ここのオープン・イノベーションとい

う言葉の意味を教えていただきたいと思います。 

○相澤会長 第１点については、基礎研究・人材部会でも先ほどのご議論はありましたので、

適切なる形で次の段階では出てくるのではないかと期待しております。今のオープン・イノベ

ーションのところは、確かに中身が国際的なということだけが強調されているようですけれど

も、今、ご指摘のような趣旨はこの前も中馬委員からも提起されまして、その意を受けて、こ

こでまとめられていく予定です。今のご指摘は反映できると、杣谷さん、そういう理解でよろ

しいですか。  

○杣谷参事官 一応反映して、外国企業、外国の大学の取組に限らないようにしているつもり

ではあるのですけれども、ちょっとはっきりわかりにくいかもしれませんが、そういうつもり

でございます。方向性としてもそういうふうに考えてございます。 

○久間委員 オープン・イノベーションというのは、多様性をうまく使っていくということで
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す。今、小谷委員がおっしゃったように、例えば、材料分野、デバイス分野、システム分野、

それから自然科学、社会科学分野などの多種多様な人が同じ場所に集まって議論することで、

イノベーションが起こるのだと考えます。それから、技術も多様化されていて、何かを実現し

ようとしたときに、数ある選択肢の中で、どの技術を選択すれば最も最適化できるかもいろい

ろな人の意見で集約されていく。これがオープン・イノベーションです。ただし、小谷先生が

おっしゃった内容はここには書かれてないと私は思います。外国人研究者も取り込めば、オー

プン・イノベーションを創出できると考えるのは大きな間違いです。 

○成宮委員 私も同意見です。私の理解では、オープン・イノベーションというのは企業だけ

でのイノベーション、クローズ・イノベーションに対応した言葉で、現今の状況では企業だけ

で技術開発芽できないので、アカデミアやそのほかの研究機関と企業が一緒に技術開発を行う

のがオープン・イノベーションの意味だと思います。そういった点味では、久間委員と庄田委

員が書かれた提案書の２ページ目の上のから３行目に、イノベーションの主体は民間であると

認識のもと、産業界が中心となった産学連携の政府資金を拡充すると書かれています。イノベ

ーションの主体が民間であるというのは、最終的な製品をつくるというのが民間であるという

意味だと解しますと、この文言はまさに政府の援助の下でオープン・イノベーションを促進し

なければいけないということです。私も同意見で、オープン・イノベーションに対応するため

には産業界が中心となった産学連携への政府支援を拡充することを入れていただいたらどうか

と思います。 

 それから、先ほど申しましたけれども、国際的な研究者、国際研究機関との連携とかという

のは、これは大学でこそ必要でありまして、先日も申し上げましたけれども、どこで差が出て

きているか。ランキングだけの話ではないと私も思いますけれども、シンガポールの大学、中

国の大学がランキングを上げていると言うのは、やはり英語をちゃんとやっているということ

なのです。シンガポールの公用語が英語ですし、そういう意味で、きちんとしたことができて

いる。別添のところにもシンガポールではどうだ、こうだと言っていますけれども、基本のベ

ースはやはりちゃんとしたコミュニケーションが国際的に成立しているということなので、こ

れはまさに日本の大学に必要とされることだと思います。先ほど小谷委員が言われた実際の基

礎研究は何かということをきちんと定義づけた上で、それを辿るキャリアが若い研究者にどう

したら本当に魅力的に映るかということを考えると同時に、国際化の視点を基礎研究の振興の

ほうに入れていただきたいと思います。 

○相澤会長 春日委員。 
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○春日委員 Ⅰについて、なかなか理解しにくいなと思いながら読んでいったその理由が今皆

様のご意見を聞いてはっきりしてきました。１と２がはっきり区別されていないのではないか

と思うわけです。つまり１に書いてあることと２のオープン・イノベーションが共通の問題に

立脚していて、結局は共通の対応方針について考えているのではないかなと思われるためです。 

 例えば、１で書いてありますように、多様なプレーヤーが一体的に融合するということこそ

オープン・イノベーションが目指すものではないかと思いますし、官庁の中での分断、それか

ら事業化、産業化までの一体化の中での異分野との交流、これもいってみればオープン・イノ

ベーションの形ではないかと思います。その一方で、国際化に対する取組というものが２の主

たる要素として書かれていますけれども、これはここでは別枠にして、国際対応ということを

書くべきではないかというふうに思います。 

 その場合は、決して国際化が遅れているのは大学だけではないという気もいたしまして、産

業界もその分野によると思いますけれども、十分な国際連携が図れていない国際的な対応がで

きていないところもあるのではないかと思いますので、最終的な出口のところでも、もっと国

際的な環境に臨んだ形での出口を見据えつつ、それに向けた科学技術の政策のあり方というこ

とをもう一度考えるという意味でも、現在の項目立てのⅠとⅡを１と合体していただいたて、

独立した形での国際化、グローバリゼーションへの対応項目に整理していただいてはいかがか

と思います。 

○相澤会長 どうぞ。 

○上山委員 もう１点だけつけ加えさせていただきますけれども、基礎研究のところで出てき

た議論はまさに小谷先生がおっしゃったようなことをずっと議論をしてきたわけです。あるい

は奥村議員も、クオリティが欠けているのではないかというご指摘もされました。ですからラ

ンキングが落ちているとか、論文が落ちているとか、そういう問題ではなくて、この問題は本

当に大学からの基礎研究がどういう形で夢のある事業になっていくかということをサポートす

るためのシステムをつくるということであって、そのときには、部会の中で出てきた資料の中

にありましたけれども、アカデミアを超えたインパクトのある研究、という表現でそれを評価

していくべきだというのが、イギリスの事例があって出てきました。 

 これは必ずしも知識のフロンティアを開拓して、全く新しいアイデアを我々に持ってくるだ

けではなくて、それと同次元で産業界への波及も含めて、全く並列で社会的に開かれた知識が

充満していくような、その拠点としての大学ということであろうかと思います。そういうよう

な大学改革というのが望ましいとすれば、このⅠのところで書いてあるたくさん書いてあるこ
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とですね。オープン・イノベーションもそうですし、リスクへの挑戦もそうですし、あるいは

グリーンイノベーションとの関わり、これは実は大学というものが極めて大きな役割をしてい

るはずであるわけです。 

 このⅠのところをずっと読ませていただきますと、プログラムとかあるいは個別のプロジェ

クトの話はきちんと書かれていますし、その対応が出てきますが、実はそこの中に大学がどれ

ほど重要な役割をすべきなのかということが実はあまり書かれていない。したがって、私がや

ってしいのは、Ⅰのところで書かれているさまざまなところに大学が関わっていくのだという

ことのメッセージを書いていただき、Ⅱの基礎研究のほうでも、大学のマネジメント改革を通

して、Ⅰのほうに橋渡ししていく可能性があるのだという、そういう記述をつけることによっ

て、Ⅰの大枠の課題達成型科学技術イノベーションの構造改革というところと基礎研究という

ところがどこかでタイアップできるような、そういうイメージづくりでまとめていくことがで

きればいいのではないかと思っております。 

○相澤会長 どうぞ。 

○石川委員 この資料２－１では、復興・再生が早期ということで、４というふうに書いてあ

りまして、皆さんの議論を聞いていて、Ⅰの課題達成型、１、２、３全部、復興・再生が全部

その中に入ってくると思います。ですから、早期ということを４として入れたとしても、問題

の革新的なものは１、２、３、このすべてに共通しているので、例えば２ページ目のところ、

改革すべき点（問題の所在）と書いてありますけれども、ここに研究開発プロジェクトは各府

省・課で分断されてとありますが、復興・再生プロジェクトも各府省・課で分断されて立案さ

れており、それが最大の問題なのです。ですから、私はこの１、２、もちろん復興庁がありま

すので、大変申し訳ないのですけれども、ただ現場ではリンクしていません。１、２、３オー

プン・イノベーション、これも復興の現場でオープン・イノベーションが実現できたら素晴ら

しいです。それからリスク、これはもう当然災害ですから、これから考える東海、東南海、首

都圏、これに対してリスクへの挑戦、これをどうするか。ですから、私はこの１、２、３の問

題設定というのは、とても的確だと思います。 

 ぜひ、その先導的な事例として、復興改革を４というふうに圏外に置かずに、しっかり中に

入れるべきと思います。程度科学技術としてのいわゆる学術的な成果が希薄であったとしても、

実験的にやるものは早期というような形で、別枠にして、根本的なところはこの１、２、３の

ところに復興・再生を入れるべきではないかというふうに思います。 

○相澤会長 先ほど来のご議論で、基礎研究・人材、それからただいまの復興関係、そういう
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ものがⅠの前半部分に関係しているではないかと。当然であります。ぜひ復興戦略協議会では

Ⅰの１、２、３に関わることはここに復興を踏まえた上で、全部とらえてあるのですけれども。

復興・再生で個別の構造改革があるかどうかということを踏まえて考えていただければと。む

しろこの構成は復興戦略協議会からのご意向もあって、やはり復興・再生の特殊性を浮き出さ

せようというようなことが中心でありますので、こうなっています。 

 それから、基礎研究は、当然Ⅰのいろいろなところに関わりますので、先ほど上山委員が言

われたように、基礎研究部会で前のほうに関係あるところはそう位置づける。そしてⅡのとこ

ろは本当にそこに固有のところだけにスポットを当てていただければと思います。 

 それから、これはこの検討を始めて以来、ずっと私が申し上げていますが、これはここです

べてを網羅してまとめていくというスタンスではありません。この12月までに当面とにかく優

先的に進めていかなければいけないものを総理に提示して、この後、さらにそれを強力に進め

るという指示をもらうという、こういう考え方でいるわけです。ですから、今、ご指摘のとこ

ろは基本計画にそういう形で書かれているわけなので、それを繰り返しているというよりは、

ここの中で何度かシャープに尖らせた形で進めようというのが今のまとめなわけです。 

 ですから、Ⅰにはある意味では全部が包括されている。さらにそれを基礎研究・人材という

ところでもっと特化したところがあるならばまとめようではないかということです。最終的に

はどこまで基礎研究部会のほうでまとめられるかということになります。これはやはり部会に

お任せすることがよろしいのではないかという意味で、先ほど来申し上げています。先ほどの

復興関係は具体的に反映できるものは、ぜひ入れていただければと思います。 

 それでは、そのほか。大西議員。 

○大西議員 この間、私もいろいろ大型研究の評価とかそういうことに携わって、それぞれの

現場で産業界の研究機関と大学等とが連携しながら研究開発を進めているということをどっち

が主体かというのはいろいろなケースがあるのですが、拝見したわけです。それで先ほど久間

さんと庄田さんがお書きになったご意見の、先ほども引用されましたけれども、イノベーショ

ンというのは民間が主体であるということで、そこへ政府支援を拡充することが重要だという

記述がありましたけれども、全体の中でちょっと抜けているのは、中小企業とかあるいはベン

チャー企業ということは書いてあるのですが、研究開発をやはりそれなりの中堅、大企業を含

めたそういうところが民間でやっておられるわけで、そこと大学、あるいは国の研究機関等と

が実際にはいろいろな格好で連携しているわけですが、こういうところにがっちりとスクラム

を組んで共同して研究をするのだということはあまり明示されてないわけです。 



 －26－

 やはりそういうことをどこかで見出してとして明示して、それはどういう組み合わせがいい

のかというのは、各論はいろいろあるでしょうけれども、そのことをきちんと位置づけるとい

うのがせっかくイノベーションということまで科学技術に加えてつけたわけですから、それを

活かす非常に重要な指針になるのではないかなと。ぜひそういう見出しをどこかでつけていた

だきたいというふうに思います。 

○久間委員 ４項目に追加します。 

○中鉢議員 まず、先ほどオープン・イノベーションの議論がありました。オープン・イノベ

ーションの記述を見てみますと、世の中はオープン化している、技術開発がですね。だからオ

ープン化に対応した知の結集をしようと。このプロセスは少し違和感があります、産業界の者

から見ますと。産業界は、非競争領域をオープンの場、パブリックドメインでコストと時間を

セーブする一方で、競争領域は徹底的にクローズドでやっていこうとします。そういった中、

国の科学技術政策としてオープン・イノベーションを国策の第一優先策としていいのだろうか

と。これは１つの手段であって、オープンを取るかどうかというのは戦略であると思います。 

 ３ページの２の「オープン・イノベーションに対応した知の結集」と書いてしまうと、オー

プン・イノベーションが絶対的な方針になってしまいますが、これはちょっと行きすぎではな

いかと思います。むしろ言うならば、知の結集に対応したオープン・イノベーションを促進し

ろということではないかと思います。日本においては相対的にオープン・イノベーションの度

合いが低いということであればわかりますが、ここの総意としてオープン・イノベーション、

そうだ、そうだ、とやることには少し違和感があります。 

 知をどうやってクリエートしていくかと言うと、まずはダイバーシティが必要ですよと。知

のダイバーシティであると。これは皆さんが言ったとおりだと思います。その後で知のインテ

グレーションをしないと成果として出てこない、そのインテグレーションをするときに司令塔

とか目利きとか、そういうものが重要になってくるのだろうと、こういう大雑把なとらえ方が

あったほうがいいのではないかと思います。 

 また、この文章をどのように出すのかについても確認をしておくべきだと思います。現案は

たたき台ということですが、「検討の背景」が、背景にはなっていなくて、結論めいたことが

ちらちらと出ています。 

 私が気になるのは、科学技術イノベーション政策におけるイノベーションという言葉の両義

性です。１つはアカデミアでの初期の成果としてのイノベーションというものがあると思いま

す。それともう１つ、科学技術イノベーションと並べて言うときのイノベーションというのは、
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どちらかと言うとアカデミアのシーズの事業化であり、このときのイノベーションの主体は、

明らかに民間企業だと思います。 

 したがって、イノベーションの使い方をはっきりさせたほうがいいのではないかと。そして、

イノベーションを起こすための仕組みの改革とイノベーションを実施するための仕組みの改革

とに、はっきりと分けて考えたほうが、先ほどの石川先生の混乱も少し軽減されるのではない

かと思います。 

 最後に、基礎研究と人材ですが、久間委員から出されたこの提言書を拝見させていただきま

すと、課題解決のことだけでなくて、大学のあり方についてもしっかりと書かれています。こ

のあたりのことは、今は基礎研究・人材育成部会で検討がなされていると思いますが、かなり

本質的なことがこの提言書には含まれているように思います。以上でございます。 

○相澤会長 オープン・イノベーションに関しては、専調でも何度も議論が出てきて、なかな

か姿勢が定まらずというところです。今、中鉢議員のご指摘はそこのところを明確に切り分け

ていただいたのではないかと思います。 

 それから、イノベーションの２つの定義、これもやはり渾然一体となっているところであり

ますので結果としては、ここをきれいに切り分けられるかどうかはちょっとわかりませんが、

少なくともその位置づけを明確にしておくということが必要かと思います。 

○中馬委員 関連してどうまとめるかということで一言申し上げたいことがあります。最初の

１.で「課題達成のためのプログラム形成の革新」と銘打ってありますが、そうだとしますと、

やはりそこには科学技術イノベーション政策上の課題が明記され、それらの課題を克服するた

めには、旧来のリニア型R&Dシステムを維持していてはなかなか無理で、やはり連鎖型のシス

テムにしなければというロジックになるはずです。科学技術的な知識の専門性・閉鎖性がどん

どん高まってくると、リニア型のシステムを維持していては、なかなかそれらを最終的にイノ

ベーションにつなげられなくなる。そのため、専門化し閉鎖的になった科学技術的な知識をど

うにかして有機的に結合する仕組みが必要になる。しかも、現状では科学技術や市場が変わっ

ていく際のクロックスピードがとても速くなってきている。そのような状況では、このあたり

に書いてありますオープン・イノベーション的な仕組みが社会的にも望まれる、といったスト

ーリーになりますよね。 

 そういう風にロジックスを整理していきますと、ここからが発言したいことの核心なのです

が、３番の「リスクへの挑戦」という部分に違和感が湧いてきます。科学技術的な知識の閉鎖

性や専門性が高まりますと、素人ではそういった知識に基づいた投資案件にはびびって手が出
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せなくなります。ところが、科学技術的な知識に基づいた革新的なアイデアを実際に市場化す

るためには大きな資金が必要とされる傾向が強い。そうすると、そのような案件に大規模な資

金を注ぎ込むための新たな社会的な仕組みを導入する必要がある。そういう脈絡から判断しま

すと、この3番のタイトルは「リスクへの挑戦」ではなくて、「社会的リスク分担システムの

改革」といったもっと抽象度を上げたタイトルの方が適切なはずです。ところが、素案では、

「リスクへの挑戦」と抽象度の低いタイトルになって、いきなり産業革新機構の役割強化、ベ

ンチャー振興といったかなり具体的な項目が提示される形になっています。でも、科学技術イ

ノベーション政策として肝心なことは、新たな社会的なリスク分担システムを改革しなければ

いけないということのはずです。そのための多くの方策の一つの事例として、産業革新機構や

ベンチャー振興策のようなものが出てくることになります。繰り返しになりますが、この３の

項目の抽象度を２の項目と合わせるためには、３は「リスクの挑戦」ではなくて、例えばです

が、「社会リスク分担システムの改革」といったものにしてはどうでしょうかね。 

○相澤会長 大変具体的なご提案だと思います。検討させていただきます。 

 いろいろとご意見まだあるかと思いますが、ただいまの議論の整理としては、資料２－１が

こういう形の整理ででき得る限りこれからも進めますが、結局今回の目的は対応方針の例と出

ているところ、この中に具体的な提言なり、改革案、ここに集約されるということでご理解い

ただきたいと思います。ですから、その前提としてこういうところが問題だと。それから、そ

こに対してどういう視点で改革を進めるべきかということはあくまでも前置きでありまして、

その中で新たな仕組み、システム、制度、そういうものを提案するというところです。それま

での設定のところにあまりいろいろと検討を加えて、これもない、あれもないという形で加え

ていくとなると、かえってそこが弱まります。基本的には先ほど来出てきていることが全部に

共通した問題としてあるのですけれども、とにかく新たな提言が必要です。 

 Ⅰの初めに出てくる例えば課題達成型プログラム。こういうような新しいプログラム形成を

提言するという形で明確に出すということです。その制度には具体的にどういう内容のものが

これにふさわしいかと。そこで、例として出てきているのは、ｉＰＳ細胞の件が出てきていま

す。これは現在医療総合特区で進めている問題が今後もこのような考え方で進めなければ、ま

さしく国際対応もしにくいということであります。この対応方針の例というところにあくまで

も注目していただきたいと思います。ですから、各戦略協議会におかれても、そこに具体的な

提言が出てくるような形でまとめていただきたいと思います。 

 基礎研究では、そこがまとめにくいところではないかと思います。茫漠とした形でここが問
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題点であるというところにとどまっているのでは今回のところのまとめでは核になりにくいと

いうところがございます。 

○中馬委員 私もそうだろうなと思っておりました。この素案では、各項目の最後の方に書か

れている提示例がすごく具体的になっています。例えば、先ほど申し上げました「リスクへの

挑戦」部分に書かれている部分では、具体的過ぎると感じられます。種類株式と産業革新機構

の話が出てきています。先ほど「社会的リスク分担の改革」といったタイトルに変更した方が

良いのではないかとの意見を申し上げましたのは、このような事例があまりに個別具体的過ぎ

ると感じましたためです。正直なところ、この委員会での報告書ということですと、もっと抽

象度を上げながら整理したいなと思いますよね。そういうときにはどうしたらよろしいのでし

ょうか。 

○相澤会長 先ほどのご提言は非常に適切だと思うので、これは３ページの３．のところのリ

スクへの挑戦というところを社会的リスク分担システムの改革というようなことにして、その

筋道をもう少し明確にし、対応方針の例として指摘することが適切なものも当然あるわけです。

そのほかさらにここからこういう改革を検討するべきだと。これも十分な対応方針だと思いま

す。ですから、その位置づけをきちんとしておけば、そういうようなことがきちんと位置付け

られると思います。 

 どうぞ。 

○春日委員 そうしますとこれからの意見としまして、対応方針の例に特化してもう少しご提

案してもよろしいのでしょうか。 

○相澤会長 どうぞ。 

○春日委員 先ほど私は今の１と２が重複しているということを申し上げたので、今後どこの

番号の下に入るかはちょっとわからないのですけれども、いずれにしても融合、分断されてい

る状況の統合、人材交流ということを勘案しますと、大学と産業界、そして官庁、この３社間

の人材交流の促進ということをもう少し明確に入れていただいてはいかがかと思います。それ

が１点です。 

 それともう１つ、データベースの統合のことが現在の案では３ページ目の真ん中あたりにラ

イフサイエンス分野に特化して例示されていますけれども、これは必ずしもライフサイエンス

分野だけではなくて、ありとあらゆる分野のデータベースの公開、共有、統合、そしてそれを

支える公的システムの整備が必要かと思います。またこれは国内だけの共有にとどまらず国際

的なデータベースとの共有も必要になってきて、それはひるがえって国益にもプラスに働くも
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のと信じておりますので、そのことも含めて明文化していただければと思います。幸い、現在、

ＩＣＳＵ、世界科学会議のワールドデータシステムの国際プログラムオフィスは日本の東京に

置かれております。そういう状況も踏まえますと、ぜひその点の国際化をこの文章の中でも明

確に示していただければと思います。 

○北城委員 中馬委員がおっしゃったリスクの分野で、社会的リスクの分担システムというよ

うな、非常に大きなことで言うとすると、４ページの金融支援のアの具体的に出ている種類株

式の推進などは、もう既に行われていることですし、必要があればベンチャー・キャピタルは

既に使っている話なので、こういう細かいことまで書くと全体の尖った提言にならないと思い

ます。また、産業革新機構によるリスクマネーの拡充はイで書いてある官民ファンドのところ

に入ってしまうので、そういう意味ではあまり個別の小さいことまで書くと尖った話にならな

いのではないかということなので、少し省略してもいいのではないかと思います。 

○相澤会長 事務局は大変苦労しておりまして、具体的なイメージがないと、議論を進めにく

いだろうということで、先ほどのプログラムの新しい制度を考えるときに、総合科学技術会議

で主導して進めてきたものなどを例に挙げています。それはあくまでもイメージで、ここに最

後に盛り込まれるのはそういうことをもう少し手直し、あるいは新たな制度として設定すると

いうようなものが収まるというような位置づけでございます。 

○杣谷参事官 まさにおっしゃるとおり種類株式の活用などは非常に具体的に細かい話でござ

いますし、この手段でございますので、総合科学技術会議としてはこういうのを例としてこの

リスクマネー供給の円滑化をしてほしいという意味かと考えてございます。 

 それから、事務的に悩んでおりますのは、北城委員からご提案のありましたＳＢＩＲの話で、

例えば2.5％を各省の予算から振り向けるという義務づけをすべきではないかという点でござ

います。非常に具体的な提案で１つのいい解だとは思うのですけれども、今も各省と相談して

いますが、日本の財政事業を考えますと、それを仮に別途プールするとほかの資金が減るので

はないかとか、各省の研究開発内容の相違があるということで、一律の一定割合をつくるとな

ると、その合理的な根拠は何であるか、というようなところを事務的に問われておりまして、

なかなか難しいところがあると悩んでおります。 

 アクションプランの議論でもございましたが、各省がついてきて実現をするということも大

事でございますので、そこら辺のところを悩んでいるところでございます。その意味では、４

期計画に書いてあります多段階方式、選抜方式の導入目標を各省が自己申告で設定、一定割合

又は一定額を設定することを検討していくことになっているわけですが、それを仮に進めてい
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けるとなりますと、その目標値というのがピア・プレッシャーになって、徐々に向上していく

とか、さらには一定の一律割合の導入の可能性の検討につながるのではないかと個人的には考

えているところでございます。 

○相澤会長 それでは、もう１つの議題もありますので、奥村議員と石川委員。 

○奥村議員 個別具体例で、対応方針の例をかなり尖らせるという相澤座長のご発言を踏まえ

て、２ページの下のほうにあるｉＰＳ細胞の利用、応用、加速化という例が１つ挙がっていま

すが、それと３ページの真ん中辺に創薬支援ネットワーク、データベース云々というのがあり

ますが、ここの両方、特にデータベースとバイオバンクの整備は除いて、質の高い臨床研究、

このあたりをまとめてみますと、ある程度の進捗のある医療研究、創薬研究については国とし

てどちらかと言うと一元的に資金を集約して配るべきと提案したい。ほかの分野と何が違うの

かと考えてみますと、どの国でも基本的には医療制度は国の制度と密接に関係しているわけで、

これは政府施策であることの性格が非常に強いわけです。ほかの分野の研究成果は基本的には

自由マーケットですけれども、医療制度に非常に結びついているということと私は関係してい

るのではないかと思いまして、ご案内のようにアメリカでは基礎研究から含めて研究資金はＮ

ＩＨに一元化されています。 

 イギリスでもメディカルリサーチカウンセルに一元的に医療研究の研究資金は集約されてい

る。一方、我が国を見ますと、資金配分している府省は少なくとも３省はある。これは本省分

ですが、さらにその下の独法もまた別途独立に医学、創薬研究や資源配分もやっている。こう

いうふうに研究資源が分散している国というのはやはり私は極めて珍しいということで、この

ライフというよりもっと領域を狭めて、医療、創薬に関する人間の健康に関わる研究の資金の

配分のあり方はこの際抜本的に検討すべきではないかと考えます。 

 先ほど産業界出身委員連名の資料に研究資金の在り方の記述がありますけれども、まずこの

分野を先導的に取り上げたらいかがかと私は思っております。 

○相澤会長 石川委員。 

○石川委員 これでは対応方針の例というのが非常に問題だというご指摘がありました。４ペ

ージに書いてある、例えば対応方針の例、検討中ということで何も書いていないのです。検討

会ではたくさんの議論をおこないました。資料も沢山つくられ、その結果がここに明示されて

いなければ、いけないと思います。 

 それから、問題の所在。これも一般的で先鋭的ではないです。膨大な資料、作業を踏まえて、

対応方針というのは、こういうものだというのがやはりここで明示されなければならないと思
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います。 

 ○相澤会長 事務局お願いします。 

○加藤参事官 協議会の担当としては、この間、石川先生にも大分ご協力いただいて資料をつ

くっておりますので、先ほどのご説明した資料の中でどれを取り上げていくかというところを

まだ協議会の皆様方と十分ご議論してなかったところもあったものですから、あえて今回はこ

こに具体例を書かないでやらせてもらったというようなことです。それ以上のものでも何もな

いものですから、石川先生にご協力をいただいて、そういうご議論いただけなかったところに

関しては非常に申し訳なく思っておりますので、お詫び申し上げます。 

○相澤会長 それぞれの戦略協議会、部会でいろいろな条件がございますので、今日は、全体

としてこのようなまとめをしていくのだということで、ご議論をいただきましたので、この中

にぜひ次の回までにそれぞれご担当いただいているところはぜひそこのところを明確にして出

していただければと思います。 

○青木議員 この大量をまとめるに当たって、行程表的なことは考える必要があるのですか。

フィージビリティと順番とか。 

○相澤会長 今回はそこまでは必要ないと考えております。各戦略協議会から出てきて、全体

的な落ちつき度合いを見ながら、ここのところは対応例ではなく、最終的にはここが具体的な

提言、あるいは要望というレベルには落ちつかないで、これを進めるのだぞ、という強いもの

に、提言なのか何か、この表現は考えますが、そこが主文の骨格であるという位置づけになり

ます。ですから、それを出すことが今回は主目的で、それをさらに検討しろという総理の指示

をまた得る。そういうような理解でよろしいかと思います。 

○久間委員 総理にぜひ知っていただきたいのは、これだけ大きな改革を行い、イノベーショ

ンを続々と創出するには、強力な司令塔が必要であるということです。これをぜひシステム改

革の提言に入れていただきたいと思います。 

○中鉢議員 我々がやろうとしていることは、緊急に取り組むものに対して具体的な例示を出

そうとしているのかどうか、この点を確認させてください。もう少し時間がかかるもの、例え

ば基礎研究は継続検討です、とするのかどうか。それから、やろうと思ってもケーパビリティ

ギャップがありますねと。時間がかかるものについては、具体的な案件を出しても今回のリク

エストにそぐわないのであれば、年内に無理にまとめないほうがいいのではないかという考え

方もありますので。 

○相澤会長 このように理解していただければと思います。今回、出すものは緊急かつ重要な
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ものです。緊急という意味がいろいろとあるかと思いますが、その提言を実施するのにどのく

らいの時間がかかるかとかいうことではなく、この時点でとにかく最優先で進めるべき重要課

題、これを出すということであります。したがって、最終的にはこういうことになるのではな

いかと思います。この資料２－１の対応方針というところに盛り込まれるものと、これから戦

略協議会、部会から提起されるもの、これらを何らかの形で、本文といたします。各戦略協議

会等で検討されたことはその状況がわかるように、別途これに添付するなりして、位置を明確

にしいておくということも重要ではないかと思います。 

 つまり先ほど久間委員が言われたように、これだけいろいろな仕組みで真剣になって検討し

ている状況がこういう形でまとめられてきたと。その姿全体を見せる必要もあろうかと思いま

す。ですから、この中に盛り込まれなかったことは、そのまま置き去りにされるという、そう

いう考え方ではなく、まだもっと煮詰め、そしてまとめていくということもきちんと行われる

ということを担保して進めていただければと思います。 

 それでは、そのようなご理解のもとに次のステップに進むということでお願い申し上げます。 

 もう１つ、本日の議題がございまして、科学技術外交戦略タスクフォースが今後の検討体制

をどうするかということで取りまとめをしていただきました。そこで、本日はその報告をさせ

ていただきたいと思います。事務局から資料３の説明をお願いいたします。 

○匂坂参事官 資料３をご説明させていただきます。時間が押しているようですので簡潔にご

説明させていただきたいと思います。 

 科学技術外交戦略タスクフォースでございますが、本専門調査会のもとに置かれているもの

でございます。委員名簿につきましては４ページをご覧いただければと思います。本タスクフ

ォースにおきまして、このたび表題にある「世界と一体化した国際活動の戦略的展開に向けた

今後の検討再生に関する提言」をまとめられたところでございます。 

 「はじめに」ということで、検討の経緯が書かれてございますが、第２パラグラフの「以上

のうち」というところで書かれておりますが、基本計画では「国は関係府省、産業界、学会等

が科学技術について継続的に情報交換する場として、科学技術外交連携推進協議会（仮称）の

設置を検討する」と書かれているところでございます。この記述でございますが、科学技術を

基本としたシステム輸出の促進を目指します我が国の強みを活かした国際活動の展開の一環で

行うというものでございます。 

 タスクフォースにおきましては、この推進協議会のあり方について検討していたところでご

ざいます。一方で、タスクフォースにおきましては、各府省がやっております科学技術関係の
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国際活動に関するレビュー等も行った結果、以下で記しておりますような現状が明らかになっ

たということでございます。 

 １．のところで、科学技術の国際活動にかかる取組等の現状を４つの丸で整理させていただ

いております。１つ目が、関係府省ではさまざまな国際共同研究、人材交流が実施されている

のですけれども、全体像を把握した国際活動に関する俯瞰的な戦略がないということ。２つ目

でございますが、産学官の国際活動について、それぞれの連携が必ずしも十分ではなく、科学

技術外交を展開するためにも十分には行われていない。３つ目といたしまして、諸外国の基礎

研究力、産業競争力等情報の収集や分析が十分にはなされていない。２ページ目の４つ目でご

ざいますが、各戦略協議会等におきまして、国際的な連携強化という視点に立った場合、そう

いった検討は必ずしも十分に行われていない。こういうような現状があるのではないかという

ことで整理されております。 

 このような現状を踏まえますと先ほどの基本計画に書いてありますような科学技術外交連携

推進協議会という外交にどちらかと言うと重点を置いているようなものではなく、外交という

ものは必ずしも意識していない科学技術の国際活動のあり方についても議論するような場とし

て、科学技術外交・国際連携推進協議会を設置すべきという提言がまとめられたところでござ

います。 

 そこで、その推進協議会における検討課題について、これを全部やるということではなく、

具体的にどういうことが考えられるかを「２」で例示しているところでございます。ここでは

（１）、（２）と大きく２つに分けてございますが、（１）が主として科学技術を外交に活用

し、外交の力で科学技術を強化していくという観点から検討が必要な課題ということで、例え

ば世界の地域ごとの科学技術動向を把握し、これに基づいて首脳外交でどういうことをやって

いくかという戦略を考えること。各国におけるイノベーションに対するニーズを踏まえて、各

地域、例えば東アジアとどういうふうに連携していくかという戦略を立てる、といったことが

記載されております。 

 （２）のほうは、将来的には科学技術外交への貢献が考えられるものの、短期的には主とし

て我が国の科学技術強化のための国際連携推進の観点から検討が必要な課題ということで、幾

つか列挙されております。関係府省、産業界、学会等で国際共同研究、人材交流等に関してさ

まざまな活動が行われている中で、実はそれらの全体像というのはよくわかっていないという

ことがありまして、そういった全体像を踏まえた上で、俯瞰的な戦略を策定するということ。

２つ目にありますような国際的な頭脳循環の潮流の中で日本研究者の海外派遣は当然あるので
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すけれども、人材養成の観点も含めまして、海外の優秀な研究者等を取り込むために、国内の

研究開発体制をどのようにしていくか、また、環境整備をどういうふうにしていくか、さらに

は先端的、大型の研究施設整備を有効活用する仕組みをどうしたらいいのかということが検討

課題として挙げられているところでございます。 

 「３」の推進協議会の構成については、産学官等が継続的に情報交換し、協働する場として

幅広い方々の参画を得るということと、特に科学技術を外交の場でもいかに活用するかに関し

て問題意識を持っている方の参加も得るべきではないかということ。 

 「また」ということで、各戦略協議会等の議論に本推進協議会で行っている議論を反映し、

常に国際的な局面を考えた施策決定がなされるように、委員の構成に配慮するということで、

具体的には３つの戦略協議会や基礎研究・人材部会等に推進協議会の委員がそれぞれ若干名参

加することで横串を刺すような形にすべきであるとまとめられております。 

 最後に、「推進協議会の設置に向けて」ということで、この設置に向けましては科学技術施

策全般の推進方策のあり方でありますとか、総合科学技術会議以外の各種の重要会議の関連づ

けといった大きな見地もありますので、具体的検討課題等について引き続き検討を行うべきで

あるということでございます。 

 具体的な検討課題ということでございますが、それはアウトプットをイメージできるような

運営が実行可能となるようなものにすべきである。「なお」ということで、引き続きその検討

が行われ、推進協議会が設置されるまでは、必要に応じて各戦略協議会等との連携を強化した

上でタスクフォースとして活動を行うこととすべきとまとめられているところでございます。

簡単でございますが、説明は以上でございます。 

○相澤会長 ありがとうございました。本日は、予定時刻を過ぎましたので、報告をお聞きい

ただくということに留めさせていただきます。これはタスクフォースにまとめていただき、今

後、推進協議会を設置するべきであるという続論を出していただきました。この専門調査会の

もとでのタスクフォースですので、この報告を受けて、今後これをどう進めるかを改めて議論

させていただきます。 

 それでは、最後の議題ですが、その他事項ですが、事務局から重点施策パッケージ、これは

簡潔にお願いできますでしょうか。 

○鈴木参事官 資料４が該当する資料になります。重点施策パッケージと申しますのは、復

興・再生、グリーン、ライフというものを対象にしたアクションプラン以外の分野について、

優れた取組を特定して、予算上後押しをするというものでございまして、概算要求後に各府省
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からの提案、合計14を受けまして、外部の専門家、あとは総合科学技術会議の有識者議員を中

心に基準に照らして、10月25日に特定したところでございます。 

 資料の５ページに総括表がございますので、こちらのほうをご覧いただければと思います。

特定したものは合計９分野、１から３が情報通信、４が資源関係、５、６が宇宙、海洋といっ

たフロンティア、７、８が環境関係、９が人材関係ということで、９重点施策パッケージ、ト

ータル378億円という額になってございます。以降、資料につきましてそれぞれ特定されたパ

ッケージの概要と総合科学技術会議として付した講評を９のパッケージについて掲げてござい

ますので、後ほどご参照いただければと思います。以上です。 

○相澤会長 重点施策パッケージの特定ができましたので、アクションプラン、重点施策パッ

ケージ、そしてさらに基礎研究・人材関係、こういうようなもの全体が来年度予算に編成に向

けての総合科学技術会議が深くコミットしたところでございます。 

 それでは、ただいまの資料４につきましては、後ほどご覧いただきたいと思います。 

 本日の議事は以上でございます。事務局から今後のスケジュール等についてありましたらお

願いいたします。 

○小川企画官 スケジュール、資料５でございます。次回は12月20日になっておりますので、

よろしくお願いいたします。 

○相澤会長 予定時刻を多少過ぎてしまいましたが、本日はこれで終了させていただきます。

どうもありがとうございました。 


